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基監発 1127第 1号

平成 24年 11月 27日

都道府県労働局労働基準部長殿

厚生労働省労働基準局監督課長

(契印省略)

夜間・長距離運行の貸切パスにおける交替運転者の配置基準の

周知について

標記の件については、平成24年 11月 27日付け基発 1127第3号をもって指示され

たところであるが、本年 11月 22日付けで、国土交通省において、別添1のとおり、

旅客自動車運送事業運輸規則(昭和 31年運輸省令第44号。以下「運輸規則」という。)

の解釈等を示した通達(平成 14年 l月 30日付け国自総第446号・国自旅第 161号・

国自整第 149号「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用についてJ。以下「解

釈及び運用通達」という。)の改正により、夜間・長距離運行する貸切パス(高速ツ

アーパス及び会員制高速パス(以下「高速ツアーパス等」という。)を除く。記の第

1の2において同じ。)における交替運転者の配置基準を策定し、本年 12月 1日か

ら適用することとされたところである。

解釈及び運用通達に示された夜間・長距離運行の貸切パスにおける交替運転者の配

置基準を遵守することは、パス運転者の労働条件の向上にも資するものと考えられる

ことから、本年 7月 18日に、高速ツアーパス等の夜間運行における交替運転者の配

置基準が策定された際にも周知を図っていただいたところであるが、引き続き、下記

に留意の上、その的確な周知を図られたい。

なお、平成 24年7月 20日付け基監発 0720第1号 rr高速ツアーパス等の夜間運
行における交替運転者の配置基準」の周知等についてjは、本内かんをもって廃止す

る。

記



第 1 交幸幸運転者の配置基準の適用対象及び内容等

1 高速ツアーパス等の夜間運行における交替運転者の配置基準

(1)高速ツアーパス等の夜間運行における交替運転者の配置基準(以下「高速ツ

アーパス等配置基準Jという。)の適用対象は、次に掲げるパスであること(別

添2の平成24年 10月 31日付け国自安第96号・国自旅第318号・観観産第 305

号 II高速ツアーパス」及び「会員制高速パス」の定義等について」参照。)。

なお、高速ツアーパス運行事業者については、国土交通省のホームページで公

表されていること。

(http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidoshaーは2_000010.html) 

① 高速ツアーパス(高速道路を経由する 2地点聞の移動のみを主たる目的とす

る募集型企画旅行として運行される貸切パスをし寸。)

② 会員制高速パス(会費を支払った会員向けに一定期間乗り放題等の形態で提

供される、高速道路を経由する 2地点聞の移動サービスのために運行される貸

切パスをいう。)

(2)高速ツアーパス等配置基準の内容は、次のとおりであること o

高速ツアーパス等の夜間運行制において、一運行当たり、実車距離※2が400

kmを超える場合又は乗務時間約が 10時間を超える場合は、交替運転者を必

要とするものであること。ただし、事業者が別添3に示す特別な安全措置を講

じ、その内容について公表を行っている場合(乗務時聞が 10時間を超えない

場合に限る。)は、実車距離が 500kmを超えるときに、交替運転者を必要と

するものであること。

※1 最初の乗客が乗車する時刻又は最後の乗客が降車する時刻が、午前2時

から午前4時までの間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行

※2 利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行

業者又は会員制高速パスの運営主体が設定した起点から終点までの距離

※3 当該運行の乗務開始から乗務終了までの時間

2 夜間・長距離運行する貸切パスの交替運転者の配置基準

(1)夜間・長距離運行する貸切ノ〈スの交替運転者の配置基準の適用対象は、高速

ツアーパス等以外の夜間※1・長距離運行する貸切ノ〈スであること。

〔※ 1 最初の乗問車する柿槻時嚇友附最融後の和降車す
から午前4s時寺までで、の間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行 J 

(2幻)夜問.長距離運行する貸切パスの交替運転者の配置基準の内容は、次のとお

りであること。

夜間・長距離運行する貸切パスにおいて、一運行当たり、実車距離が 400k

mを超える場合は、交替運転者を必要とするものであること。ただし、以下の



①又は②に該当する場合は、実車距離が 500kmを超えるときに、交替運転者

を必要とするものであること。

① 事業者が、JjJj添3に示す特別な安全措置を講じ、その内容について公表を行

っている場合であって、乗務時間が 10時間を超えない場合

② 事業者が、別添4に示す条件のいずれも満たす休息期間及び休憩を運転者に

与える場合

第2 交替運転者の配置基準の周知

1 周知の対象とする事業場は、高速ツアーパス等を含む貸切パスの運行を行う事業

場とすること。

2 周知は、次のとおり実施すること。なお、冬の多客期を控えていることから、

できるだけ早期に周知を行うよう配意すること。

① 以下の場合に、周知の対象とする事業場に対して、別添5のリーフレットの

配布等を行うことにより実施すること。

ア 監督指導を実施する場合

イ 監督指導に対する是正報告のため、労働基準監督署へ来庁した場合

ウ 相談等のため都道府県労働局又は労働基準監督署へ来庁した場合

エ 実施する集団指導に周知の対象とする事業場が含まれる場合

オ 自動車運転者時間管理等指導員による個別訪問・指導を実施する場合

カ その他周知の対象とする事業場が参加した各種会合等に出席する場合

② 都道府県労働局及び労働基準監督署の窓口に、JjIJ添5のリーフレットを印刷

の上、必要部数を備え付けておくこと。

③ 厚生労働省のホームページに、国土交通省における配置基準の周知に係るべ

ージ (http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000097.html及び

http://wv川 .mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000117.html)へのリン

クを設定することとしているので、都道府県労働局のホームページからも同様

にリンクを設定すること。

第3 報告

上記第2の2に基づき平成 25年1月末までに実施した周知の状況について、別

紙様式により、同年2月7日までに、当課特定分野労働条件対策係(メーノレアドレ

ス あて報告すること。
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0旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について(平成 14年 1月 30日付け国

自総第446号・国自;旅第 161号・国自整第 149号)((抄》

(下線を付した部分が今回の改正に係るもの)

第21条過労防止等

(6 )交替運転者の配置(第6項)

① 「運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等によ

り安全な運転を継続することができないおそれがあるとき」とは、運転者の体

調等を考慮して個別に判断することが必要であるが、次のいずれかの場合がこ

れに該当する。

イ.勤務時間等基準告示で定められた次のような条件を超えて引き続き運行す

る場合

(イ) 拘束時間が 16時間を超える場合

(ロ) 運転時聞が2日を平均して 1日9時間を超える場合

(ハ) 連続運転時聞が4時間を超える場合

ロ.高速ツアーパス等 (rr高速ツアーパス|及び「会員制高速パスj の定義
等についてJ (平成24年 10月 31日付け国自安第96号、国自旅第318号、

観観産第 305号)において規定する高速ツアーパス及び会員制高速パスをい

うn以下同じn)の夜間運行(最初の乗客が乗車する時刻又は最後の乗客が

降車する時刻が、午前2時から午前4時までの間にある運行又は当該時刻を

またぐ運行をいう。以下同じ。)において、その一運行実車距離(利用者の

乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区聞として、旅行業者又は会員

制高速パスの運営主体(以下「旅行業者等Jという。)が設定した起点から

終点までの距離をし寸。以下同じ。)が 500kmを超える場合

ハ.高速ツアーパス等の夜間運行において、当該運行を行う事業者が次の(イ)

から(ニ)までに掲げる取組について実施せず、又は(ホ)から('})までに掲げる

取組のうち 1つも実施じていない場合であって、そのー運行実車距離が 400

kmを超える場合

(イ)遠隔地において当該運行の乗務前又は乗務後の点呼を電話により行う

際、当該運行を行う事業者が、共同運行事業者その他の事業者(以下「共

同運行事業者等」という。)と点呼時の立会いに関する契約に基づき、当

該共同運行事業者等の運行管理者又は補助者(以下「運行管理者等」とい

う。)が運転者に立ち会っていること、当該運行を行う事業者の他の営業

所の運行管理者等が立ち会っていること、又は ITを活用した点呼(運転

者が所属する営業所に設置した装置(以下「設置型端末」とし、う。)及び

運転者が携帯する装置(以下「携帯型端末」としづ。)のカメラによって、



運行管理者等が当該運転者の疾病、疲労等の状況を随時確認できると同時

に、携帯型端末のカメラで撮影した画像及びアルコール検知器の測定結果

によって運行管理者等が当該運転者の酒気帯びの有無について確認できる

とともに、当該測定結果を運行管理者の営業所の設置型端末へ自動的に記

録し、及び保存できる点呼をしづ。)を行っていること

(ロ)当該運行の用に供される車両に道路運送車両の保安基準(昭和26年運輸

省令第 67号)第48条の2第2項の規定に適合するデ、ジタル式運行記録計

を装着し、当該運行を行う事業者がそれを用いた運行管理を行っていると

ともに、デ、ジタル式運行記録計の記録に基づく運転者指導を行っているこ

と

(ハ)当該運行の運行計画において、当該運行の連続運転時間を概ね2時間以

下とし、概ね2時間ごとに 20分以上の休憩を確保していること

(ニ)当該運行を行う運転者の運行直前の休息期聞が 11時間以上であること

(ホ)当該運行を行う事業者が公益社団法人日本ノ〈ス協会が実施する貸切パス

事業者安全性評価認定制度に基づき、現に認定を受けていること

(へ)当該運行を行う事業者が参加する安全運行協議会(r高速ツアーパスに
係る安全運行協議会の設置についてJ (平成24年6月 18日付け、国自旅

196号)に規定する安全運行協議会をいう。)が設置され、運転者の過労

防止策等の安全措置が適切に実行されていることについて、旅行業者のス

タッフ又はこれに準ずる者による調査が行われていること

(ト)当該運行を行う事業者が高速ノ王ス運転者の育成プログラム(組織として

体系的にパス運転者を育成することを明記したプログラムで、あって、経験

年数別に座学・実技を含む研修の実施を含むものをいう。)を有し、それ

に従い運転者の育成を行っていること

(チ)当該運行を行う事業者が映像記録型ドライブレコーダーを用いて、運転

者指導を行っていること

(リ)当該運行の用に供される車両に、衝突被害軽減ブレーキを装着している

こと

(ヌ)当該運行の用に供される車両に、車線逸脱警報装置を装着していること

(ル)当該運行の用に供される車両に、居眠りを感知できる装置を装着してい

ること

(=j)当該運行の運行管理を行う運行管理者等が24時間にわたって運行中は営

業所に常駐して運転者を支援する体制を敷いていること

ニ.高速ツアーパス等の夜間違行において、当該運行を行う事業者が上記ハ.

の(イ)から(ニ)までに掲げる取組の全ての実施状況及び(めから(ヲ)までに掲

げる取組のいずれかの実施状況について、旅行業者等が当該運行に係る予約

の受付を開始するまでにインターネット上に公表しない場合であって、その

一運行実車距離が 400kmを超える場合



(インターネット上の公表の例)

※当該運行の発着地、発着時刻、企画実施会社等に加え以下の内容を表示。

(実車距離)OOOkm 

(当該運行に関し、自社で実施している安全確保のための取組)

011旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正について(平

成 24年7月 18日付け国自安第48号、国自旅第223号、国自整第 70号)J 21条 (6) 

①ハ(イ)から(ニ)に掲げる項目について、以下の通り、全てを実施している。

(イ)遠隔地において、共同運行事業者の立会による点呼を行っている

(ロ)デジタノレ式運行記録計による運行管理を行っている

(ハ)連続運転時間を概ね2時間とし、 2時間ごとに 20分以上の休憩を確保している

(ニ)運転者の運行直前の休息期間を 11時間以上確保している

011旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正について(平

成 24年7月 18日付け面白安第48号、国自旅第223号、国自整第 70号)J 21条 (6) 

①ハ(ホ)から("7)に掲げる項目のうち、以下の通り、(ホ)を実施している。

(ホ)公益社団法人日本パス協会が実施する貸切パス事業者安全性評価認定制度に基

づく認定を受けている

ホ.高速ツアーパス等の夜間運行について、当該運行に乗務する運転者の 1日

の乗務時間(当該運行の乗務開始から乗務終了までの時聞をいう n 以下同

♀"--)が 10時間を超える場合

へ.貸切パス(高速ツアーパス等以外の貸切パスをいう n 以下この項において

閉じ)の夜間運行において、そのー運行実車距離が 500kmを超える場
ぷL
王ヨL

ト.貸切パスの夜間運行において、以下の(イ)又は(ロ)のいずれかを満たしてい

ない場合であって、そのー運行実車距離が400kmを超える場合

(イ)当該運行に乗務する運転者の 1日の乗務時聞が 10時聞を超えず、当該

運行を行う事業者が上記ハ.の(イ)から(ニ)までに掲げる全ての取組につい

て実施し、上記ハ.の(ホ)から("7)までに掲げる取組のうちいずれかを実施

するとともに、これらの実施状況を公表していること

(ロ)当該運行に乗務する運転者の休息期間及び休憩時聞が次の(i )から (iii) 

までの条件をいずれも満たしていること

(i )当該運行の運行直前の休息期聞が 11時間以上であること

(並)当該運行の運行計画において、当該運行の連続運転時間を概ね2時間

以下とし、概ね2時間ごとに20分以上の休憩を確保していること

(温)当該運行の実車距離100kmから 400kmまでの聞に適切な仮

眠施設(運転者が身体を伸ばして仮眠することのできる施設(車両床下

の仮眠施設、リクライニシグシート等の座席を含む)をし寸。)で仮眠



するための連続1時間以上の休憩を確保していること

② 「交替するための運転者を配置」とは、交替運転者を当該事業用自動車に添

乗させ、又は交替箇所に予め待機させることをいう。

附 則(平成24年 11月22日付け国自安第 105号、国自旅第331号、国自整

霊l互互呈i
改正後の通達は、平成24年 12月1日から施行するn



Eヨ
国自安第 96号

国自依築 318号

観観産第 305号

平成24年10月31日

殿

殿

殿

殿

殿

各地方運輸局企画観光部長

自動車交通部長

自動車監査指導部長

自動車技術安全部長

沖縄総合事務局運輸部長

(単名各通)

自動車局安全政策課長

旅客課長

観光庁観光産業課長

「高速ツアーパス」及び「会員制高速パスJの定義等について

先般、「高速ツアーパス等の高速乗合パスへの早期移行についてJ(平成24年7月31

日付け国自旅第238号、観観産第188号)を通達したところであるが、「高速ツアーパス」

及び「会員制高速パス」の定義等について、下記のとおり細部取扱を定めたので、了知さ

れるとともに、対応に遺漏のないよう取り計らわれたい。

なお、高速道路を経由しない運行など、「高速ツアーパス」又は『会員制高速パスJの定

義に該当しない場合であっても、乗合パス類似行為と認められる場合については、従来の

とおり乗合パスへの移行指導又は道路運送法第21条に基づく乗合旅客の運送の許可の

取得指導の対象となる。また、下記の定義等については、今後の募集型企画旅行商品の

販売状況等を踏まえ、乗合パス類似行為の防止の観点から、適時適切に見直すこととして

いるので申し添える。

言E

1.A:蓋

(1 )高速ツアーパス



高速道路間}を経由する2地点聞の移動のみを主たる目的とする募集型企画旅行

[注目として運行される貸切パス〔車310

(注1)r高速道路Jとは、高速自動車国道法第4条第1項に規定する高速自動車国

道及び道路法第48条の41こ規定する自動車専用道路をいう。以下同じ。

(注2)r募集型企画旅行」とは、標準旅行業約款の募集型企画旅行の部第2条第1
項に規定する募集型企画旅行をいう。以下同じ。

(注3)道路運送法第21条に基づく乗合旅客の運送の許可を受けて運行されるもの

及び実車走行距離が概ね50km未満のものを除く。以下同じ。

(2)会員制高速パス

会費を支払った会員向けに一定期間乗り放題等の形態で提供される、高速道路

を経由する2地点聞の移動サービスのために運行される貸切パス。

(3)高速乗合パス

道路運送法施行規則第3条の3第1号に規定する路線定期運行であって、規則第

10条第1項第1号ロの運賃を適用するもの出)をいう。

(注1)専らーの市町村の区域を越え、かつ、その長さが概ね50km以上の路線にお

いて、停車する停留所を限定して運行する自動車により乗合旅客を運送する

もの。

2.r高速ツアーパス l等に該当しない場合

(1)高速ツアーパスに該当しない場合

旅行者が観光地を周遊する旅程の募集型企画旅行として運行される貸切パスや、

以下の要件を満たす募集型企画旅行として運行される貸切パスは、「高速ツアーパ

ス」には該当しないものとして取り扱う。

なお、具体の事例に係る判断に当たっては、乗合パス類似行為の防止の観点か

ら、運行の名目ではなく実態に着目して、適切に解釈を行うこととする。

【要件】

貸切パスを利用した運送サービス(出)を提供する募集型企画旅行であって、以下

のいずれかを含むもの。

(ア)宿泊サービス[注目の提供

(例.草津温泉一泊二日フリープラン)



(イ)目的地での付随サービス{注目の提供又は一定の活動惜4)の実施

(当該サービスの提供又は当該活動の実施が旅行の日程として募集広告、

契約書面{注目等に明記され、その日程が旅程管理及び特別補償の対象となっ

ているもの(選択が必須となっていない、いわゆる「オプショナルサービス」を

除く。)に限る。例:東京ディズニーリゾート入場券付ツアー、乗鞍ハイキング、

日帰りツアー等)

(注1)運送サービスの提供は往復に限らず、片道の場合を含む。

(注2)r宿泊サービスJIこは、パス車中泊を含まない。

(注3)r付随サービス」とは、運送及び宿泊のサービス以外の旅行に関する

サービスをいい、有料施設への入場券、観光施設(アウトV':Jトモー

ルを含む。)で利用可能な食事券・買い物券、スキー場のリフト券そ

の他これらに類する、券面の旅行者への交付を含む。

(注4)r一定の活動」とは、スキー、登山、ハイキング、試合観戦、イベント参

加その他これらに類する活動と認められるものをいう。

(注5)r契約書面」とは、標準旅行業約款の募集型企画旅行の部第9条に

規定する契約書面をいう。

なお、上記(ア)又は(イ)に該当する募集型企画旅行の旅行者と、これらには

該当しない高速道路を経由する2地点聞の移動のみを主たる目的とする募集型

企画旅行の旅行者が1両の貸切パスに混乗する場合は、当該車両は高速ツアー

パスとして取り扱う。

また、形式的には上記(ア)又は(イ)の要件に該当する募集型企画旅行であっ

ても、例えば以下のように、社会通念上、当該募集型企画旅行が2地点聞の移

動のみを主たる目的とするものと評価される場合は、「高速ツアーパスJとして取

り扱う。

⑦ 形式上は「付随サービスJが提供されているが、当該「付随サービス」が缶ジ

ユース一本、おにぎり一つ等のごく廉価な物品の提供のみであったり、乗降場

所付近でのアメニティ施設の利用(化粧室、シャワー室の利用等)のみであっ

たり、観光施設等の割引券の交付のみである場合。

② 「スキーパスJ，r登山パス」等と称しており、旅行の日程にも「スキー」、「登
山J等が含まれているものの、乗降場所がスキー場や登山口等に行くには不

便な場所であるなどの理由により、実際には当該「一定の活動』を行わない旅

行者が相当程度含まれている場合。



(2)会員制高速パスに該当しない場合

上記(1)に準じて取り扱うこととし、具体の事例に係る判断に当たっては、乗合パス

類似行為の防止の観点から、運行の名目ではなく実態に着目して、適切に解釈を行う

こととする。



I 5j1j~3 I 

事業者による特別な安全措置

以下の特別な安全措置を講じ、その内容について公表を行っていること。

1 以下の事項を全て満たしていること

① 運行するパスに関し、遠隔地の点呼(ドライパーが所属する営業所ではなく、

遠隔地において受ける点呼)において、担当の運行管理者が行う電話点呼に、

他の運行管理者又はその補助者※が運転者に立ち会っていること、又は ITを活

用した点呼を行っていること

〔※運行管理者向補助者は運転者と岡山事業者の従業員であ砂 l
又は当該事業者と当該点呼に関する契約を結んでいること J 

② 運行するパスにデ、ジタル式運行記録計(以下「デジタコ」とし、う。)を装着し、

それを用いた運行管理、デジタコのデータに基づく運転者指導を行っているこ

と

③ 運行計画において、連続運転時間を概ね2時間以下とし、概ね運転時間2時

間ごとに 20分以上の休憩を確保していること

④ 運行直前の休息期聞が 11時間以上であること

2 上記1に加え、以下の事項の内いずれかを満たしていること

① 日本パス協会から有効な貸切パス事業者安全性評価認定を受けていること

② 安全運行協議会が設置され、その発意に基づき、運転者の過労防止策等の安

全措置が適切に実行されていることについて、常時又は抜き打ちで調査が行わ

れていること

③ 明文化された高速パス運転者の育成プログラムを有し、これに従い運転者の

育成を行っていること

④ ドライブ・レコーダーを用いて、運転者指導を行っていること

⑤ 運行するバスに、衝突被害軽減ブレーキが装着されていること

⑥ 運行するパスに、車線逸脱警報装置が装着されていること

⑦ 運行するパスに、居眠りを感知できる装置が装着されていること

③ 運行管理者が 24時間にわたって運行中に営業所に常駐して運転者をサポート

する体制を敷いていること



直己

事業者が運転者に与える休息期間及び休憩に関する条件

事業者が運転者に与える休息期間及び休憩が以下のいずれも満たしているこ

と。

① 運行直前の休息期間が 11時間以上であること。

② 運行計画において、連続運転時間を概ね2時間以内とし、運転時間概ね2

時間ごとに20分以上の休憩を確保していること。

③ 実車距離 100kmから 400kmまでの聞に適切な仮眠施設※において、仮眠をす

るための連続1時間以上の休憩を確保していること。

〔※運一…して附一一設町の側民施|

設、リクライニングシート等の座席を含む。)0



|国土交通省自動車局|

「貸切バスの交替運転者の配置の指針j

「事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準J(平成13年国土交通省告示第1675
号)で定められた2日を平均した1日当たりの運転時間の上限(9時間)に相当する乗務阻離の上限は、6
Z♀kmとする(ただし、高速道路における乗務距離に、一般道路(高速道路以外の道路をいう。)における
乗務距離を2倍(北海道のみにおいて乗務する場合は1.7倍)(こ換算したものを加算。)

※指針の対象となる乗務
。. 

貸切パスの交替運転者の配置基準を策定

。高速ツアーパえ等ゐ開運行の配置基準。 |φ貸切パスめの夜関連行の観賞基準・
*高速ツアーパス等以外の貸切パス

平成24年7月20日から実施済み 11[
[~~.''Jアーパス籍]

平成24年12月18から適用

・高速ツアーパス.高速道路を経由する2地点聞の移動
のみを主たる目的とする募集型企画旅行として運行され
る貸切パス

三盤裏>

'会員制高速パス:会費を支払った会員向けに一定期間
乗り放題等の形態で提供される、高速道路を経由するz
地点問の移動サービスのために運行される貸切パス

玉盤重注

O一運行実車距離が400kmを超える場合、
交替運転者を配置する。
ただし、事業者が特別な安全措置(※)を実施

し、その内容について公表している場合は、

一運行実車距離が500kmを超える場合に

交替運転者を配置する。

0運転者の1日の乗務時聞が10時間を超える
場合、交替運転者を配置する。

(※)・・・盤.sll皇室盆盤量
①必須項目(全て}
イ)遺隔地における第3者立ち会いによる点呼)1.1ま1Tを活
用した点呼
ロ)デジタル式運行記録計による運行管理
ハ)連続運転王寺聞を概ね2時間以下とし、概ね2時間ごとに
20分以上回休憩を確保
ニ)運行直前田休息期間が11時間以上
②選択項目(左:aに加え以下に1つ以上該当)
ホ)日本パス協舎の安全性評価認定を受けている
へ)安全運行協語会による安全措置に関する間査を実施
ト)高速パス運転者の育成プログラム在有する
チ)ドライブ・レコーゲーによる運転者指噂
リ)衝突被害軽誠ブレーキの装置
ヌ)車線逸脱警報装置の装着
ル)居眠りを感却できる装置の装着
ヲ)24時間体制による運転者サポート

O一運行実車距離が400主mを超える場合、
交替運転者を配置する。

ただし、次のイ又はロを満たす場合は、

士連笠寒車距離が500kmを超える場合に

交替運転者を配置する。

イ運転者の1日の乗務時間が10時間を
超えず、特別な安全措置(※)事実施し‘そ

の肉容について公表している場合

口運転者の休息期間及び休憩時聞が

以下の(i)-( jjj)の条件を全て満たす場
A 
Eヨ

( i )運行直前の休息期聞が11時間以上
( ii )連続濃転時間を概ね2時間以下とし、
概ね2時間ごとに20分以ょの休憩を
確保
(iii)実車距離100kmから400kmまで
の聞に適切な仮混施設(運転者が身

体を伸ばして仮眠することのできる施

設(車両床下の仮想施設、リクライニ

ングシート等の座席を含む)をいう。)

で仮眠するための連続1時間以上の
休惑を健保

戸一言細は次ページ参照



r旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用についてJ
〔根拠法令〕旅客自動車運送事業運輸規則第21条第6項

議ZE額11253???謀議;221噂講義fF2君事襲警官宗彦君
E よ説法令の解釈及び運用を改正 l 

or旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用についてJ(平成14年国自総第446号、図的槻161号、国自整第
149号)の改正箇所
第21条過労防止等
(!) -(5) (略)
(6)交替運転者の配置(第6項)
① 「運転者が長昭総軍転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を継続することができないおそれがあるとき」とは、
運転者の体調等を考慮して個別に判断することが必要であるが、次のいずれかの場合がこれに該当する。
イ 勤務時間等基準告示で定められた次のような条件を超えて引き続き運行する場合
(イ) 拘束時間が 16時聞を超える場合
(ロ) 運転時間が2日を平均して1日9時間を超える場合
(ハ) 連続運転時聞が4時間を超える場合
ロー高速ツアーパス(r r高速ツアーパスj及び「会員制高速パスJの定義等についてJ (平成田年10月31日付け国自安第96号、国自旅第318号、
観観産第305号)において規定する高速ツアーパス及び会員制高速パスをいう。以下同じ.)の夜間運行(最初の乗客が乗車する時刻又は最後四
乗客が降車する時刻が、午前2時から午前4時までの聞にある運行又は当該時刻をまたぐ運河Tをいう。以下間以)において、その一運行実車距
離(利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者又は会員制高速パスの運営主体(以下「旅行業者等Jという)が
設定した起点から終点までの距離をいう.以下同じ。)が500kmを超える場合
ハ 高速ツアーパス等の夜間運行において、当核運行を行う事業者が次の(イ)から(二)までに掲げる取組について実施せず、又は(拍から(ヲ)までに
掲げる取組のうち1つも実施してい加、場合であって、その一連行実車距離が400k皿を超える場合
(j)遠隔地において当該運行の乗務前又は乗務後の点呼を電話により行う際、当該運行を行う事業者が、共同運行事業者その他の事業者[以下
「共同断T事業者等」という。)と点呼時の立会いに関する契約に基づき、当該共同運行事業者等の運行管理者又は補助者(以下「運行管理者
等」という.)が運転者に立ち会っていること、当該運行を行う事業者の他の営業所の運行管理者等が立ち会っていること、又はlTを活用した
点呼(運転者が所属する営業所に設置した装置(以下「設置型端末Jという.)及び運転者が携帯する装置{以下「携帯型端末Jという.)の
カメラによって、運行管理者等が当該運転者の疾病、疲労等の状況を随時確認できると同時に、携帯型端末のカメラで撮影した薗像及びアノレ
コーJレ検知器の話題定結果によって運行管理者等が当該運転者の酒気帯びの有無について確認できるとともに、当該測定結果を運行管理者の営業
所の設置型端末へ自動的に記録し、及び保存できる点呼をいう。)を行っていること
(ロ)当該運行の用に供される車両に道路運送車両の保安基準(昭和26年運輸省令第67号)第48条の2第2項の規定に適合するデジタノレ式運
行記録計を装着L、当該運行を行う事業者がそれを用いた運行管理を行っているとともに、デジタル式運行記録許の記録に基づく運転者指導を
行っていること
(ハ〉当核運滑の運行許画において、当該運行の連続運転時聞を概ね2時間以下とし、概ね2時間ごとに20分以上の休憩を確保していること
(エ)当該運行を行う運転者の運行産前の休息期聞が11時間以上であること
(ホ)当該運行を行う事業者が公益社団法人目;本パス協会が実施する貸切パス事業者安全性評価認定制度に基づき、現に認定を受けていること
(ヘ)当該運行を行う事業者が参加する安全運行協議会(r高速ツアーパスに係る安全運行協機会の設置についてJ (平成24年6月18日付け、
国自;旅19 6号)に規定する安全運行協議会をいう。)が設置され、運転者の過労防止策等の安全措置が適切に実行されていることについて、
旅行業者のスタップ又はこれに準ずる者による調査が行われていること
(ト)当該運行を行う事業者が高速パス運転者の育成プログラム(組織として体系的にパス運転者を育成することを明記したプログラムであって、
経験年数Z'Jに座学・実技を含む研修の実施を含むものをいう。)を有し、それに従い運転者の育成を行っていること
(t)当該運行を行う事業者が映像記録型ドライブレコーダーを用いて、運転者指導を行っていること
m当該運行の用に供される車両に、衝突被害軽減ブレーキを装着していること
(ヌ)当該運行の用に供される車両に、車線逸脱警報装置を装着していること
(ル)当該運行の用に供される車両に、居眠りを感知できる装置を装着していること
(ヲ)当該運行の運行管理を行う運行管理者等が24時間にわたって運行中は営業所に常駐して運転者を支援する体制を敷いていること
ニ 高速ツアーパス等の夜間運行において、当該運行を行う事業者が上記ハ の(イ)から(0)までに掲げる取組の全ての実施状況及び(ホ)から(ヲ)ま
でに掲げる取組のいずれかの実施状況について、旅

【参考】
交替運転者の配置義務違反 初違反 再違反

運輸規則第21条第6項 未配置5件以下 警告 20日車

(交替運転者の配置義務) 未毘置6件以上 15件以下 1 0日車 30日車
違反時の行政処分基準

未配置 16件以上 20日車 60日車



《別紙様式》

労働局

夜間・長距離運行の貸切パスにおける交替運転者の配置基準の
周知について(期間:平成24年11月27日......25年1月31日) (※1) 

周知実施事業場数 事業場

監督指導を実施する場合 事業場

監督指導に係る是正報告のため、来庁した
事業場

場合(※2)

相談等のため来庁した場合 事業場

実施する集団指導に含まれる場合 事業場

自動車運転者時間管理等指導員による
事業場

個別訪問・指導を実施する場合

その他各種会合等に出席する場合 事業場

窓口に備え付けたリーフレットのうち配布した枚数 枚

国土交通省ホームページへのリンクを設定した日 平成24年 月 日

※1 本報告における周知対象事業場には、高速ツアーパス等を運行する事業場を含めることとし、貸
切パスの運行を行っているか否か不明のパス事業場を含めて計上して差し支えないこと。

※2 r監督指導に係る是正報告のため来庁した場合」欄には、完結した合同監督・監査の対象となった
事業場に対してリーフレツトを送付する等により周知を行った件数も計上すること。



[参照条文等]

0道路運送法(昭和 26年法律第 183号)((抄》

(輸送の安全等)

巨日

第 27条 一般旅客自動車運送事業者は、事業計画(路線定期運行を行う一般乗合旅

客自動車運送事業者にあっては、事業計画及び運行計画)の遂行に必要となる員数

の運転者の確保、事業用自動車の運転者がその休憩又は睡眠のために利用すること

ができる施設の整備、事業用自動車の運転者の適切な勤務時間及び乗務時間の設定

その他の運行の管理、事業用自動車の運転者、車掌その他旅客又は公衆に接する従

業員(次項において「運転者等」という。)の適切な指導監督、事業用自動車内に

おける当該事業者の氏名又は名称の掲示その他の旅客に対する適切な情報の提供

その他の輸送の安全及び旅客の利便の確保のために必要な事項として国土交通省

令で定めるものを遵守しなければならない。

2~3 (略)

0旅客自動車運送事業運輸規則(昭和31年運輸省令第44号)((抄》

(過労防止等)

第 21条 旅客自動車運送事業者は、過労の防止を十分考慮して、国土交通大臣が告

示で定める基準に従って、事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間を定め、

当該運転者にこれらを遵守させなければならない。

2~5 (略)

6 一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者は、運転者が

長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を継

続することができないおそれがあるときは、あらかじめ、交替するための運転者を

配置しておかなければならない。

0旅客自動車運送事業運輸規則第 21条第1項の規定に基づき、事業用自動車の運転

者の勤務時間及び乗務時間に係る基準(平成 13年国土交通省告示第 1675号)((抄》

旅客自動車運送事業者が運転者の勤務時間及び乗務時間を定める場合の基準

は、運転者の労働時間等の改善が過労運転の防止にも資することに鑑み、 「自動

車運転者の労働時間等の改善のための基準J (平成元年労働省告示第7号)とす

る。

J 


